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平成２７年 三重県議会１０大ニュース候補（概要） 
 

１０大ニュースの候補をリストアップしました。それぞれの内容は以下のとおりですの

で、皆さんの選定の参考にしてください。 

 

１月 ①障がい者雇用促進調査特別委員会の委員長報告 

平成２６年５月、本県の障がい者の雇用状況が都道府県

別で全国最下位（当時）となっていたことから、県内の障

がい者雇用の促進を図ることを目的として、「障がい者雇

用促進調査特別委員会」を設置しました。 

委員会では、障がい者雇用の実態把握のほか、障がい者

の継続就労や障がい者雇用に関するネットワークの在り

方などについて調査を重ね、平成２７年１月、企業支援の

更なる充実をはじめ、障がい者の職場定着支援の充実や関

係機関との連携強化などを図っていく必要があるとの委

員長報告を行いました。 

 

 

４月 ②統一地方選挙の実施 

４月の県議会議員選挙で新しく５１人の議員が決まり

ました。任期は４年間です。 

県議会では、多様な県民の皆さんのご意見を持ち寄り、

議会での議論に反映していきます。 

【会派の結成】 

新政みえ２３人、自民党１８人、 

鷹山３人、公明党２人、日本共産党２人、 

能動１人、大志１人、草の根運動みえ１人 

 

 

５月 ③県議会新体制の発足 

５月１３日に役員選挙を行い、議長に中村進一議員 

（新政みえ、伊勢市選出）、副議長に中森博文議員（自民

党、名張市選出）を選出しました。また、７つの常任委員

会、人口減少対策調査特別委員会及び議会運営委員会の委

員・正副委員長などの選出も行い、県議会の新体制が発足

しました。 
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５月 ④「人口減少対策調査特別委員会」を設置 

人口減少対策について調査するため、「人口減少対策調

査特別委員会」を設置しました。 

若年層の転出超過など人口減少に歯止めがかからない

状況にあることから、委員会では、持続可能なしごとの創

出、地域への理解と愛着を育むキャリア教育、移住の促進

などを中心に調査を行っていくこととし、７月から８月に

かけて県内外調査を実施し、９月４日には中間報告として

知事に申し入れを行うなど活動を続けています。 

 

 

 

５月 ⑤議員任期４年間を見据えた議会活動計画を検討 

本年１月、全議員で構成する議会改革推進会議において、

議員任期４年間を見据えた議会活動を行うために、「議会活

動計画の策定」や「議会活動のマネジメント」が必要ではな

いかという提案をまとめました。 

これを受け、５月の代表者会議において、この提案の実現

に向けて、さらに議会改革推進会議で検討することを決め、

同会議役員会で議会活動計画の策定に向けて検討を重ねて

います。 

 

 

 

６月 ⑥伊勢志摩サミットに向けて議員協議会を設置 

伊勢志摩サミットの成功に向けて支援を行っていくた

め、趣旨に賛同する本県議会議員を構成員として、「伊勢

志摩サミット三重県議会議員協議会」を設置しました。 

協議会では、執行部をはじめ、様々なサミット関係者か

らの情報収集や情報交換、県民への積極的な情報発信、伊

勢志摩サミット関連事業への積極的な参画など、サミット

開催を全力で応援する取り組みを行っています。 
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６月 ⑦正副議長と女性議員の意見交換会を開催 

議員改選により、女性議員の人数が改選前の３人から改

選後は６人へと増加したことから、これを女性の声を生か

す好機ととらえ、６月２６日、正副議長と女性議員６人と

の意見交換会を開催しました。意見交換会では、就労や子

育て、介護、貧困、防災など女性の抱える課題について議

論を行い、今後、女性の声をしっかり県政に反映していく

ためにも、女性の声を聞く場が必要ではないかという意見

などが出されました。 

 

 

 

６月 ⑧「地方創生に関する政策討論会議」を設置 

地方創生という喫緊の政策課題について、県民の視点に

立った政策立案や政策提言に関する調査及び検討を行う

ため、議員１５人で構成する「地方創生に関する政策討論

会議」を設置しました。 

本政策討論会議では、県が策定する「三重県人口ビジョ

ン」と「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略」が、よ

り県民の視点に立ったものとなるよう、有識者からの意見

聴取も行いつつ、集中的に討議を重ね、「地方創生に関す

る知事への提言」をとりまとめ、９月４日、知事に申し入

れを行いました。 

 

 

 

７，１２月 ⑨三重県議会「議員勉強会」を開催 

県議会では、県政を取り巻く諸課題の中から、特に知

識の取得と議員間の知識の共有化を図る必要があるテ

ーマを選定し、「議員勉強会」を開催しています。 

○７月１３日 

テーマ： 「人口減少社会の移住・定住促進～地域にお

ける魅力ある生き方『半農半Ｘ』～」 

講 師： 塩見 直紀 氏（半農半Ｘ研究所 代表） 

○１２月１７日（予定） 

テーマ： 「多様化する広報媒体と、その特徴を活かし

た効果的な広報」 

講 師： 北村 啓司 氏（株式会社ＣＡＰ プロデューサー） 
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７月 ⑩紀伊半島三県議会交流会議を尾鷲市で開催 

７月１５日に、尾鷲市の熊野古道センターにおいて、三

重県、和歌山県、奈良県の三県議会による、第９回紀伊半

島三県議会交流会議を開催しました。 

会議では、「観光振興」、「林業・木材産業振興」、「大規

模地震対策の推進」の３つの議題について意見交換を行

い、更なる誘客促進に向けて三県が連携し情報発信をして

いくことなどを確認したほか、国に対して引き続き地域材

の需要拡大を要望していくことに合意しました。 

また、尾鷲市内で活動している「地域おこし協力隊」の

方が、活動内容などについての講演を行いました。 

 

 

７月 ⑪「平成２７年版成果レポート」に基づく今後の県政運営等に関し知事に申し入れ 

県議会では、執行部が作成する「成果レポート」や財政

状況などについて、予算決算常任委員会と各行政部門別常

任委員会において調査を行い、知事に対して申し入れを行

っています。 

本年は７月３０日に、予算決算常任委員会からは、「ま

ち・ひと・しごと創生」、「伊勢志摩サミット」、「部局間の

連携」、「財政運営」の４項目に関する要望を、各行政部門

別常任委員会からは、「平成２７年版成果レポート」に基

づく今後の「県政運営」等に係る意見を知事に申し入れま

した。 

 

 

 

９月 ⑫地方創生・人口減少対策に関し知事に提言 

今年度、県議会は「地方創生に関する政策討論会議」と

「人口減少対策調査特別委員会」を設置し、地方創生・人

口減少対策に関し調査を重ねてきました。 

９月４日、これらの議論の成果を、政策討論会議からは

「地方創生に関する知事への提言」としてとりまとめ、「基

本的な在り方」、「人口減少対策」など５項目について知

事に申し入れを行いました。 

また、特別委員会からは、重点調査項目に関するこれま

での議論をとりまとめ、「持続可能なしごとの創出」など

３項目について知事に申し入れを行いました。 
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９月 ⑬公共政策大学院からインターンシップ実習生を受入れ 

県議会では、平成２１年度から、インターンシップ実習

生を受け入れており、今年度も、９月７日から１８日まで、

北海道大学公共政策大学院と京都大学公共政策大学院の

学生を１人ずつ実習生として受け入れました。 

実習生は、議員にインタビューをしたり、県議会の取り

組みや議会事務局の業務内容を学んだりしたうえで、大学

院での研究課題に関して考察したことを正副議長等に発

表しました。 

  

 

 

９月 ⑭知事訪米により議事日程を変更 

 ９月１日の代表者会議で、知事から「米国で開催され

る経済セミナーに伊勢志摩サミット開催地の知事として

出席するよう政府から要請されているため、議会日程の

変更をお願いしたい。」との申し入れがありました。 

 協議の結果、日程の変更は非常に重いことではあるも

のの、今回については特例としてこれを認め、９月２８

日の一般質問日を変更することとなりました。 

 なお、帰国後に開催された全員協議会において、知事

から訪米結果の報告がありました。 
 

 

 

１０月 ⑮「三重県手話言語に関する条例検討会」を設置 

三重県における手話の普及の施策の推進に関し、条例の

制定に向けた調査及び検討を行うため、１０月２９日に議

員１３人で構成する「三重県手話言語に関する条例検討

会」を設置しました。新規の条例制定をめざすものとして

は、３年ぶりの検討会となります。 

手話は、聴覚障がいを持つ方々が、他人との意思疎通を

図ったり、情報を得たりする際の手段として、音声言語と

対等な「言語」であるということを踏まえつつ、障がいの

有無に分け隔てられることのない共生社会の実現を目指

して、条例の立案に向け検討していきます。 
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１１月 
⑯「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」（仮称）中間案及び「次期の行財政改革

取組」（素案）に関し知事に申し入れ 

１１月１０日、正副議長と各行政部門別常任委員会から

知事に対し、「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」（仮

称）中間案及び「次期の行財政改革取組」（素案）に基づ

く今後の「県政運営」等に関する申し入れを行い、長期的

な視点を取り入れた重点取組を検討すること、より県民の

視点に立った分かりやすい指標とすること、更には職員の

意欲向上やコンプライアンス徹底などの取り組みには特

に若い職員の意見を聞いて今後の取り組みを検討するこ

となどについて提言を行いました。 

  

 

 

１１月 ⑰「みえ現場ｄｅ県議会」を開催 

県議会では、多様な県民の意見を県議会に取り入れるた

め、平成２２年度から「みえ現場ｄｅ県議会」に取り組ん

でいます。 

今回は、公職選挙法の改正で選挙権年齢が１８歳に引き

下げられることから、テーマを「若者の声を県政に～地方

創生と人口減少対策～」とし、１１月１１日、名張市の近

畿大学工業高等専門学校で開催しました。同校の学生６人

と近隣の高校生７人（一般公募）、議員１３人が参加し、

若者の県内定着促進や地域魅力向上などについて、意見交

換を行いました。 

 

 


